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及び各指定都市・中核市市長においては、域内の保育所等に対して、遅滞な

く周知し、その運用に遺漏のないよう配意願います。

あわせて、認定こども園法等関係整備法中、保育士の登録をしている者に

対する幼稚園教諭免許状授与の特例に係る規定（教育職員免許法（昭和２４

年法律第１４７号）（以下「法」という。）附則第１９項）の運用についても、

（別紙）のとおり改めて周知しますので、関係各位においては、再度御確認

ください。

記

第１ 対象となる施設の追加（別添３）

１．追加された施設

法附則第１９項において文部科学省令で定めるとされている職員として

のうち、施行規則附則第８項第３号ハで定める施設について以下のとおり

追加したこと。

（１）児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業（家庭的

保育事業等の整備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第

６１号）第２７条に規定する小規模保育事業 A 型及び小規模保育事業
B型に限る。）を行う施設

（２）児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業を行う

施設（利用定員が６名以上であるものに限る。）

２．実務証明責任者

当該職員の実務証明責任者は、その者が勤務した施設の設置者とする。

（施行規則附則第８項及び第１０項備考第１号関係）

３．施行期日等

本告示において新たに規定する対象施設については、平成２７年４月１

日から制度が開始されているものであり、できる限り早く対象施設に含む

ことが望ましいため、公布日に施行することとする。

その際、平成２７年４月１日以降、施行日までの間に、新たに規定する

対象施設において保育士として勤務した経験も、施行規則附則第１０項表

第二欄に掲げる在職年数に含めることができることとする。












































